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我が国は、エネルギー自給率が４％という世界有数の資源小国でもありながら、世界４位というエネルギー消費国でもある。
現在、石油価格の高騰やCO２削減、建設可能な面積がないといった理由から火力・水力が低迷し、我が国では電力供給の危機に
立たされている。2005年現在、日本の総電力の31％が原子力発電により賄われている。しかし、原子力発電に関する国民の理
解は低く、施設が行き詰まっている。原因のひとつに原子力に対する恐怖心や知識の低さが挙げられる。本研究では、現在のエ

ネルギー教育の実態について調査し、原子力関連施設の立地案について適正な議論を行い、意思決定を行う基盤の構築・今後の

原子力政策の方向性の確立を目指した。 
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1. 背景 
(1)住民の意見 

 2007年、高知県東洋町が、高レベル放射性廃棄物最終処

分処理施設の候補地として申請を行ったが、住民はこれに

反対し、町長を解任し、申請の取り下げという行動をとっ

た。住民の反対理由は、交付金欲しさの政策に対する抵抗

と報じられた。しかし、施設建設の反対に動いた原因は、

住民の多くが述べているように根底には核に対しての恐怖

心があり、同時に原子力関連施設に関する知識の低さがあ

ったと思われる。世界唯一の被爆国である日本の国民が核

に対する恐怖心があることは当然といってよい。しかし、

問題は原子力関連施設に関する知識の低さである。我が国

の原子力教育では、原子力関連施設を適正に理解するとな

っているのか。現況の原子力に対しての国民の知識度と同

時にエネルギー教育の実態を把握することが必要である。 

(2)高レベル放射性廃棄物処理施設 未設置問題 

 軽度の放射線を含む低レベル放射性廃棄物は、その処分

施設を青森県六カ所村に設置している。問題は、未だ処分

施設が設置されていない高レベル放射性廃棄物である。高

レベル放射性廃棄物とは、原子燃料からエネルギーを発生

させる過程で生じる高い放射能を含んだ液体である。液体

を、外径＝約40㎝ 高さ＝約1.3ｍ 総重量＝500㎏容器

に詰め、これをガラス固化体として処理をして、各々 の原

子力発電所や施設に貯蔵している。2006年までの使用済み

燃料をガラス固化体にすると、容器20,400本になる。現

在日本に貯蔵されているガラス固化体の総数は1,551本あ

る。今後のガラス固化体の発生量は、年間1,100～1,500

本と予想される。しかし原子力発電所は増加傾向にあると

同時に、高レベル放射性廃棄物も増加傾向にある。現在日

本では、高レベル放射性廃棄物最終処分処理施設の設置予

定地が未決定である。原因は、東洋町と同様、住民による

設置反対があげられている。住民の理解・承諾が得られな

いのである。今後、原子力の継続を使用していく為には、

早期に高レベル放射性廃棄物の最終処分施設設置が必要と

なる。 

 (3)石油価格の高騰  

 図-1に原油価格の推移を示す。近年、世界的に原油価格

が急騰し 2007年9月現在では、90ドル/バレルを超えた

状態となっている。これは比較的原油価格が安定していた

1990年代前半の約４倍以上となる。原油価格の高騰の要因

としては、｢中国や米国の石油需要の増大、中東やベネゼ

エラなどの石油供給国の政情不安定、投機資金の流入｣な

どがある。2003年現在、我が国の電力の石油依存率は

49％であり、原油価格の高騰が国民生活に大きな影響を与

える産業構造となっている。今後は石油への依存を減らす

対策が必要になってくることは言うまでもない。 

 
図-1 原油価格の推移 

 
(4) 日本における原子力発電所の必要性 
 図-2に日本の発電方法別経年変化を示す。1965年には、
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火力発電と水力発電が主な電力の供給手段として使用され

ていた。現在は、石油価格の高騰や地球温暖化によるCO2
排出量削減要求などにより火力発電の占める割合は減少し

ている。また、現在では水力発電に適した用地が少なくな

っており、発電所の新規建設が少なくなっているため水力

発電による電力供給割合も減少している。現在我が国最大

の電力供給手段は、原子力発電である。原子力発電は、CO2

排出量が比較的少ないことから世界的にも推進されるよう

になってきている。また、我が国では、高速増殖炉を用い

てウランの再利用を行い、さらなるエネルギー効率の向上

を図ることを基本方針としている。現在我が国において原

子力発電所は55基＝約4,958万kwが稼働している。原子

力発電所の数は増加傾向にあり、2030年頃には、総発電の

発電方法別割合が約40％になると予想されている。  

 
       図-2日本の発電方法別経年変化 

 
２．研究の目的 

 本研究のフローは以下のとおりである。 

① 原子力に関する住民の理解度、知識度を調査する。 
② 原子力に関する教育システムの実態を把握する。 
③ 住民の知識度と教育実態の関連を分析する。 
④ 今後の対応策を考える。 
 

３．エネルギー教育に関するアンケート 

 現在の国民の原子力に関する知識の現況を把握するため

に、以下のアンケートを実施した。 

・調査目的：原子力に関する現況の知識量 

       原子力に関する教育の必要性 

・内  容：原子力に関する授業受講の有無、授業レベル

と知識量、関連施設設置への賛否 必要性等 

・調査方法：路上アンケート 

配布枚数129枚(回収率100％) 

・調査時期：2006年12月7日～1月11日 

 

 図-３は、原子力について小学校・中学校・高校・大

学・社会での授業受講の有無についての結果である。この

調査結果では、受講したことのある人が58％、受講したこ

とのない方は42％となった。受講した答えた人に対して

“授業で学んだ内容”について問題にした結果、図-4に示

すように“覚えていない”と回答した者は、20％であった。 

    
図-3 授業受講の有無     図-4 教育の現況 
 

 図-5のグラフは、原子力に関する知識のアンケート結果

である。一般に、原子力発電に関しての知識を持っている

人は少ないことが分かった。 

 
図-5 回答者の原子力に関する知識 

 
 図-6のグラフは、“原子力関連施設が、居住地域に建設

予定とされた場合、どうするか”という問題に対してのア

ンケート結果である。全体の64％が反対という結果になっ

た。 

 
         図-6 建設の賛否 

 

 図-7は、原子力関連施設建設に対しての賛成と回答した

者の原子力関連施設建設に対する知識度を表したものであ

る。図-5のグラフに示されている知識があると回答した7

人中4人は、原子力関連施設に対して賛成と回答した。原

子力に関する知識の有無によって、原子力関連施設の立地

案に対する意志決定に大きな影響を与えることが分かる。 

 
   図-7 賛成派の知識 

 
 エネルギー教育に関するアンケートを分析した結果、住
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民の原子力に関しての知識量は少ないとなった。つまり少

ない知識量の状態で原子力関連施設の立地案について検討、

意志決定を求められていることになる。知識量が少ない状

態では、冷静な議論や的確な判断を下すことは困難である。

早急に原子力に対してのエネルギー教育を構築していくこ

とが必要となる。 

 
4.教材 

 図-8は、原子力エネルギー関連について掲載されている

小学校の教科書をページ数単位で年度別変化に表したグラ

フである。1979年(昭和54)次には、エネルギー資源問題や

各電力供給手段の方法、利点・問題点などの情報を掲載し

ていた。しかし1991年(平成3)には、原子力に関連する情

報が掲載されていないという調査結果となった。 

学習指導要領の改正による社会・理科の授業時間短縮が

主な原因である。図-9の上図は、図-8のグラフの最高値で

ある1979年次の小学校学習指導要領の主な４教科である。

この学習指導要領から下図の平成元年時学習指導要領に改

正され、第1・2学年の社会・理科の授業を消去する改正を

行った。1979年次の小学校学習指導要領の第５学年社会の

目標には“地理的環境としての国土の特色について理解さ

せるとともに、環境の保全や資源の有効な利用についての

関心を深めさせる”と定めており、原子力は我が国の資源

の有効活用や確保についての説明の一端として資料が掲載

されていた。現在の学習指導要領の目標には、資源や原子

力については定義されていない。 

 
 図-8 小学校社会科教科書(原子力)年度別変化 

 
第1学年 第2学年 第3学年 第4学年 第5学年 第6学年

国語 272 280 280 280 210 210
社会 68 70 105 105 105 105
算数 136 175 175 175 175 175
理科 68 70 105 105 105 105  

 
第1学年 第2学年 第3学年 第4学年 第5学年 第6学年

国語 306 315 280 280 210 210
社会 105 105 105 105
算数 136 175 175 175 175 175
理科 105 105 105 105  
図-9 授業時数変化(上図＝1979年 下図＝2007年) 

 
5．エネルギー教育の実態 

 エネルギー教育の実態を把握するために、以下のアンケ

ートを実施した。 

・調査目的：原子力に関する教育の必要性 

エネルギー教育の実態を把握 

      教員の原子力に対しての知識を把握 

・内 容：主に原子力に関する項目の知識・教育の有無・

使用した教科書(副教材)の種類 

・対象校：高知市・香美市の初等・中等教育機関教員 

     高知県立高知西高等学校 高知市立朝倉中学校 

 高知市立朝倉第二小学校 香美市立鏡野中学校 

 高知県立山田高等学校 

配布枚数54部（回収率100％） 

・調査時期：2006年12月7日～1月11日 

 

 図-10は“日本における発電方法の変化”という質問に

対しての教員の知識レベル、授業レベル、“日本における

発電方法の変化”に関する各学年別教科書のレベルを合わ

せたグラフである。以下、その分析レベルについて述べる。 

知識レベル：①全く知らない ②あまり知識はない ③あ

る程度知識はある ④十分知識がある 

授業レベル：①教育の必要性を感じていない ②教育の必

要性を感じているが、授業で行ったことがない ③教科

書・副教材を使用して教育をしている ④自分で資料収

集して教育をしている 

教科書レベル：①全く掲載されていない ②あまり掲載 

されていない ③ある程度掲載されている ④詳細に掲 

載されている  

 

図-11は”原子力発電の仕組み“という質問に対しての

結果である。双方のグラフで中学・高校は、三方向の値が

高く面積の大きい三角形を形成している。原子力の基礎知

識という分野では、教科書レベル、教員の知識レベル、授

業レベルが共に高い授業を行っているという結果が得られ

る。小学校では、三方向の値が小さく、面積の小さな三角

形を形成している。小学校では、教員の知識レベル・教科

書レベル・授業レベルが低いため十分な教育ができていな

いという結果となった。 

  
 図- 10 1-1の総合評価   図-11 2-1の総合評価 

 
 図-12は、“原子力発電稼働によって生じるCO2排出量”

についての質問結果である。図-13は“排出される放射性

廃棄物の種類と量”についての質問結果である。双方のグ

ラフから、中学・高校の教員は知識レベルを持っているが、

授業では取り扱わないことが分かる。知識レベルは持って
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おり教育の必要性は感じているのだが、教育は行っていな

いという状況である。小学校では、三項目共に値が低く、

教育を行っていないという結果になった。 

  
図-12 2-3-1の総合評価      図-13 3-1-1の総合評価 

 
図-14は“他国の原子力政策”に対しての質問結果であ

る。図-15は“原子力発電所における過去の事故発生事

例”という質問に対しての結果である。双方のグラフから

小中高共に三項目の値は小さく、授業を行っていないとい

う結果となった。その他の原子力に関する専門的知識のア

ンケートも、同様な結果が得られた。 

   
図-14 4-1の総合評価   図-15 3-4の総合評価 

 
 基礎知識に関しては、中学・高校では教育を行っている

が、それ以外の原子力関連の知識は、教員の知識レベルが

低いため教育を行っていないということが分かった。知識

を持っているが、学習指導要領として定義されていないた

め、教育の必要性が薄いと感じ、教育を行っていないとい

う現況であると思われる。小学校では、原子力に関する教

育をほとんど行っていない状況である。 

 

6．原子力エネルギー教育の改善 

 エネルギー教育における原子力について以下の項目が、

原子力関連施設設置の冷静な議論・意志決定の為に必要不

可欠な項目であると考えた。 

原子力教育必要５項目 

①原子力の基礎知識 

 ・原子力発電の仕組み 

 ・現在の発電事情（年度別発電方法別割合など） 

 ・エネルギー自給率 

②原子力発電の安全性 

 ・原子力発電所と原子力爆弾の関係 

 ・原子力関連施設の過去の事故例・確率 

③原子力発電の特性 

 ・安定供給 ・CO2排出量 

④放射性廃棄物 

⑤他国の原子力政策 

 

 上記の５つの項目の内、現在学校教育として行われてい

るのは、原子力の基礎知識だけである。小学校では、どの

項目も行われていない。原子力で必要な５項目を小中高の

３段階級で分割して教育を行うことが、原子力に関しての

知識を高める方法である。小学校という教育段階は、生

活・知識の基盤を構築する重要な段階である。その重要な

段階で原子力の教育を行うことが、意志決定や議論を行う

ために必要な原子力の知識の基盤を作成するために必要で

あると考えた。今回のエネルギー教育に関するアンケート

により、現在は国民が原子力について十分な知識がないこ

とが分かった。賛成にしろ、反対にしろ、こういった状態

では、我が国の原子力関連施設設置問題が適正議論されて

いるとは言い難いと考えられる。 

現在、総合的学習の時間が設けられており、資源エネル

ギー省やNUMOなどは、総合的学習の時間にエネルギー教育

を行うことに力を入れている。生徒の知識向上と教員の知

識向上といった双方の知識向上を行わなければいけない。

そのためには小学校・中学校・高校の学習指導要領の中に

原子力を定義し、双方の知識向上を図ることが必要なこと

であると考える。 

 

7．結論 

 本研究では、原子力関連施設問題について、適正な議論

を行い、意志決定を行うための基盤の構築というテーマに

沿って進めてきた。学校教育での原子力についての教育が

適切に行われることで、国民の原子力に対する知識量の向

上や関心を持つことができた時、原子力関連施設立地案に

対して適切な判断を下すことができると考える。原子力発

電所や放射性廃棄物施設は、今後のエネルギー問題を考え

ると重要なものとなる。原子力の必要性・特性を理解して、

既成懸念を取り除くことができ、国民の原子力に対する評

価が変化していることを望みたいです。しかし、原子力関

係のデータ改善や事故といった不祥事が、メディアに大き

く取り上げられている。原子力関連施設の理解と承諾を得

るには、国民の信頼を得ることが必要であり、今後の課題

である。 
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